
介護補償
商品名：団体総合生活保険・介護補償
引受保険会社：東京海上日動火災保険株式会社

保険の対象となる方（被保険者）が所定の要介護状
態となった場合に、保険金（一時金）をお支払いしま
す。こ れ に よ り 、公 的 介 護 保 険 制 度 に お い て 自 己
負 担となる自宅改修や介護用品購入等の介護に要す
る費用に備えることが出来ます。

保険期間：2019年8月1日午後4時 　　　　　　
　　    ～2020年8月1日午後4時まで1年間
保険料の給与引去開始月：10月（12回払）

中途加入をご希望の場合は、
いすゞ保険サービス（株）までお問い合わせください。

  公的介護保険制度に基づく要介護２以上の認定を
受けた場合等で保険金支払い
上記の場合または東京海上日動所定の要介護状態（要介護２用）＊1と診断され、その状態が90日を
超えて継続した場合に、保険金（一時金）をお支払します。 
＊1 東京海上日動所定の要介護状態（要介護２用）については、別冊P37からの「補償の概要等」をご確認ください。

  従業員本人のほか、従業員の親や家族の加入も可能
「保険の対象となる方（被保険者）ご本人」として加入できる方は、いすゞ自動車株式会社および所定の系列会社の役員・従業員
と、その配偶者、子供、両親、兄弟および同居の親族ならびに使用人となります。
ご家族の加入時は、従業員の方がご家族の告知を代理で行うことができます。

［『保険の対象となる方（被保険者）について』］における用語の解説
（1） 配偶者：法律上の配偶者のほか、①婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情（婚約とは異なります。）にある方

および②戸籍上の性別が同一であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。ただし、
①および②については、以下の要件をすべて満たすことが書面等により確認できる場合に限ります。

a.婚姻意思を有すること（戸籍上の性別が同一の場合は、夫婦同様の関係を将来にわたり継続する意思をいいます。）。
b.同居により夫婦同様の共同生活を送っていること。

(2) 親　族：6親等以内の血族および3親等以内の姻族をいいます（配偶者を含みません。）。

団体割引
25.0%適

用
割安な団体保険料で
ご加入いただけます。

保険の対象となる方（被保険者）は、満5歳以上満84歳以下で、かつ、加入依頼書等に「保険の対象となる方（被保険者）ご本人」として記載された方
をいいます。（更新契約の場合は、更新時の被保険者年齢が満89歳以下とします。）

［公的介護保険制度の概要］
公的介護保険制度とは、介護保険法に基づく社会保険制度をいい、40歳以上の国民は全員加入し介護保険料を支払う義務があります。これに
より、40歳以上の方が介護が必要になった時に所定の介護サービスを受けることができます。

［公的介護保険制度の被保険者（加入者）と受給要件］
公的介護保険における受給要件は、下表のとおり、年齢によって異なります。

年齢 39歳以下 40歳以上64歳以下＊１ 65歳以上
被保険者 被保険者ではない 第２号被保険者 第１号被保険者

受給要件 対象外
要介護、要支援状態が、末期がん・
関節リウマチ等の加齢に起因す
る疾病（16種類の特定疾病）によ
る場合に限定

原因を問わず以下の状態となったとき
● 要介護状態

（寝たきり、認知症等で介護が必要な状態）
● 要支援状態

（日常生活に支援が必要な状態）
＊１ 公的医療保険（国民健康保険・被用者保険）の加入者である必要があります。

［公的介護保険制度における要介護（要支援）状態区分について］
公的介護保険制度における要介護（要支援）状態区分は、下表のとおり、要支援および要介護に分けられており、さらに、要支援は２つに、要介護は
５つに分けられています。
状態区分 状態像
非該当

（自立）
歩行や起き上がりなどの日常生活上の基本動作を自分で行うことが可能であり、かつ薬の内服、電話の利用などの手段的日常
生活動作を行う能力もある状態。

要支援
1 日常生活上の基本動作については、ほぼ自分で行うことが可能であるが、日常生活動作の介助や現在の状態の悪化の防止により

要介護状態となることの予防に資するよう、手段的日常生活動作について何らかの支援を要する状態。

2 要支援1の状態から、手段的日常生活動作を行う能力がわずかに低下し、何らかの支援が必要となる状態の人で、部分的な介護
が必要な状態にあるが、予防給付の利用により、現状維持及び状態改善が見込まれる状態。

要介護

1 要支援2の状態から手段的日常動作を行う能力がさらに低下し、部分的な介護が必要となる状態の人で、心身の状態が安定して
いない状態や認知機能の障害等により予防給付の利用について適切な理解が困難である状態。

2 要介護1の状態に加え、日常生活動作についても部分的な介護が必要となる状態。

3 要介護2の状態と比較して、日常生活動作及び手段的日常生活動作の両方の観点からも著しく低下し、ほぼ全面的な介護が必要と
なる状態。

4 要介護3の状態に加え、さらに動作能力が低下し、介護なしには日常生活を営むことが困難となる状態。
5 要介護4の状態よりさらに動作能力が低下しており、介護なしには日常生活を行うことがほぼ不可能な状態。

保険の対象となる方（被保険者）について

公的介護保険制度とは

自動
更新

中途加入

可　　　
介護医療保険料
控除対象
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保険金額・保険料表 【保険期間：1年間、団体割引25％】

補償の型
公的介護補償連動・独自基準追加型

公的介護保険制度の『要介護2』以上
＋

東京海上日動所定の要介護状態（要介護2用）
タイプ名 Aタイプ Bタイプ Cタイプ

介護補償保険金額 保険金額
100万円

保険金額
200万円

保険金額
300万円

保
険
料（
月
払
）

5～9歳 10円 10円 10円
10～14歳 10円 10円 10円
15～19歳 10円 10円 10円
20～24歳 10円 10円 10円
25～29歳 10円 10円 10円

30～34歳 10円 10円 10円
35～39歳 10円 10円 20円
40～44歳 10円 30円 40円
45～49歳 30円 50円 80円
50～54歳 60円 110円 170円
55～59歳 110円 230円 340円
60～64歳 240円 480円 720円
65～69歳 500円 1,000円 1,500円
70～74歳 1,050円 2,090円 3,140円
75～79歳 2,290円 4,580円 6,880円
80～84歳 5,280円 10,560円 15,840円
85～89歳（更新のみ） 12,630円 25,250円 37,880円

●上記の年齢は、保険の対象となる方（被保険者）ご本人の年齢になります。
●保険料は保険期間開始（2019年8月1日）時点の満年齢によります。
●過去の傷病歴や現在の健康状態・年齢等により、ご加入をお断りすることがあります。
●退職等により給与の支払いを受けなくなった場合、資本関係の変更等により系列会社でなくなった場合等には、そのご加入者の残りの保険料を

一括して払込みいただくことがありますので、あらかじめご了承ください。
●保険金をお支払いする主な場合、保険金をお支払いしない主な場合については、契約概要・注意喚起情報等別冊P37からの「補償の概要等」をご

確認ください。

介護認定者数の状況 厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）平成30年9月分」より

日本人のおよそ37人に1人は要介護2以上となっております。
65歳以上に限れば、約10.6人に1人が要介護2以上となります。
介護は決して、他人事ではありません。

要支援1 　 要支援2　要介護1　要介護2　要介護3　要介護4　要介護5　　総数 　 うち要介護2以上

908,224 908,689 1,313,654 1,137,227 801,450 609,819 6,544,738 3,414,171865,675

一時費用の合計：
平均69万円*1 + 月々の費用：平均7.8万円

介護期間：平均54.5ヶ月 ＝ 費用総額：
平均約494万円!!

*1 公的介護保険サービスの自己負担費用を含む

介護にかかるお金は・・・？　　   【出典】（公財）生命保険文化センター「平成 30 年度 生命保険に関する全国実態調査」
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